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研究成果の概要（和文）：本研究は、外交についての民意形成のメカニズムを解明すべく、独自の世論調査を平成23年
10月から平成25年９月まで毎月ウェブを通じて実施した。各月の調査の集計結果は、簡潔な分析とともに研究代表者が
つとめる研究所のホームページで迅速に公開した。また、研究期間中に大きな関心を呼んだTPP、北朝鮮の政権変化、
尖閣・竹島問題などの重要なイシューをめぐる民意の短期的変化についての分析は、国内外の学会やセミナーでの報告
や、学術論文の形で発表した。

研究成果の概要（英文）：This study, in an attempt to explore the mechanism through which  people's attitud
es toward foreign relations are formed in Japan, engaged in a series of monthly public opinion survey thro
ugh web from October 2011 to September 2013, a type of survey that had never been conducted in Japan. Aggr
egate results of the survey from each month, together with a brief summary and commentary, were made avail
able to the public promptly at the homepage of a research institute headed by the principal investigator. 
 Some of the research results, especially the analyses of short-term changes of public opinion over import
ant issues which attracted wide attention during the period of our investigation, such as TPP, leadership 
change in North Korea, and  Senkaku/Takeshima incidents, have already been publicized in scholarly journal
s and presented at academic conferences and seminars in Japan and elsewhere.
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１．研究開始当初の背景 
 民主主義体制のもとでは、主権者たる一般
の国民の意思（意志）に沿ってすべての政治
的決定が実行されることが理想であるが、外
交については、民意が反映されない政策分野
の典型であると考えられている。本研究は、こ
の通説に対して疑義をとなえることからスター
トした。たとえば、戦後日本外交を振り返ると、
その基本方針が平和主義の理念によって決
定づけられてきたことは明らかであり、しかもそ
の平和主義は単に憲法に明文化されている
からではなく、多くの有権者の圧倒的支持に
基づいていたからこそ、一貫して日本の安全
保障のあり方に強力な制約を及ぼしたと考え
るべきである。将来においても、日本がより積
極的な再軍備に転じたり、より双務的な日米
同盟を標榜したりすることは、外交に関する民
意の大きな転換に基づかない限りありえない
であろう。本研究は、一般の有権者の外交に
関する意識や選好に関する知見なくして、外
交の安定性を説明したりその変化を予測した
りすることは不可能であるという確信に基づき、
日本における外交についての民意形成のメカ
ニズムを解明することにした。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、上記の問題意識に基づき、（１）
有権者の外交についての意識や選好を長期
にわたって継続的に調査すること、およびそ
のデータを体系的に収集・蓄積すること、（２）
有権者の意識や選好が形成されるメカニズム
を直接的に検証すること、そして（３）外交をめ
ぐる有権者の業績評価の決定過程を解明す
ること、という三つの目的を大きな柱とした。 
 
３．研究の方法 
 上記目的を達成するため、本研究ではあし
かけ３年にわたり、約３０００人の対象者に毎月
ウェブを通じた世論調査を実施し、回答の分
布とその時系列変化を分析した（調査対象者
の選定にあたっては、一部にパネル構造を取
り入れ、同じ対象者が一定の期間にわたって
どのような意識・選好の変化を経験するかに
ついても分析した）。調査票の大部分は、同
一の質問項目のセットであるが、その時々の
国際情勢の変化で重要なものについてのオ
ムニバスの質問項目も適宜含めた。さらに、選
好の順位付けを明確にするための分析手法
である「表明選好法」や無作為に割り当てたグ
ループごとに異なる刺激を与えて回答の違い
を測定する実験デザインを上記ウェブ調査に
組込んで実施した。 
 
４．研究成果 
 上記の研究目的および研究方法にのっと
り、各月の調査の集計結果は、研究期間中
から、簡潔な分析とともに研究代表者がつ
とめる研究所のホームページで迅速に公開
した。また、大きな関心を呼んだ TPP（環
太平洋経済連携協定）、北朝鮮の政権変化、

尖閣・竹島問題などの重要なイシューをめ
ぐる民意の短期的変化についての分析は、
国内外の学会やセミナーでの報告や、学術
論文の形で発表してきた。以下、そうした
中からとくに興味深い研究成果について、
簡潔に述べる。 
（１）TPP に対する一般の人々の態度は、
一時期「国論を二分する」などと表された
ように支持と不支持が拮抗していたが、本
研究が行った調査によれば、この様相は確
実に変化した。日本が TPPに参加すべきと
思うかという質問に対する回答を、「賛成」
＝１、「ある程度賛成」＝0.5、「どちらとも
いえない」＝０、「ある程度反対」＝−0.5、
「反対」＝−１と点数化し、集計して平均値
の推移をみると、TPP に対する不支持は
2012年の６月から８月にかけて広がり、９
月頃にピークに達したが、それ以降は支持
が着実に巻き返していることがわかる。そ
の後も、12 月に一休止があったものの、
TPP に賛成する人の割合はほぼ一貫して
増え続け、この期間、平均値はすべてプラ
スの側にあり、支持が不支持をつねに上回
っていたことになる。 
 こうした経緯を振り返り特に興味深いの
は、TPPに関する人々の意見分布が、その
ときどきの政治の動向に敏感に反応しなが
ら推移したという点である。たとえば、不
支持が高まった2012年の６月から９月は、
政権を担っていた民主党の野田佳彦首相が
交渉スケジュールや外交日程などから
TPP についての決断を迫られていた時期
にあたる。当時民主党内では小沢一郎元代
表に率いられたグループが野田執行部と対
立し、結局彼らは反消費増税と反 TPPを訴
えて離党していった。TPP不支持の広がり
は、こうした政局の動きと連動して起こっ
たと考えられる。また、2012年 12月にTPP
支持の伸びが一時水をさされたのも、その
月に行われた総選挙で TPP がひとつの争
点となったからであろう。周知のとおり、
この選挙で大敗した民主党は TPP 推進の
旗印を掲げていた。この時点での TPP不支
持の増加は、民主党政権に対する圧倒的な
不信任が下される政治状況の中、一時的に
生じたものと解せる。このように TPPをめ
ぐる対立は、机上の論争ではなく、すぐれ
て政治闘争としての性格を帯びて繰り広げ
られてきたことがデータで裏付けられた。 
（２）2011年 12月北朝鮮の独裁的リーダ
ー金正日が死去した直後におこなった調査
によると、日本のほとんどの有権者がその
事実をきわめて迅速に知ったこと、しかも
その多くが日常の会話の中でそのニュース
を話題にしたことがうかがわれる。しかし、
そのようにきわめてショッキングな事件で
あったにもかかわらず、日本の有権者は北
朝鮮の体制変化を冷静に受け止め、拉致事
件や核問題の解決に大きな期待をいだかな
かったことも、その後の調査から明らかで



ある。 
 では、なぜ日本人は、敵対する隣国でお
こった重大な事件を、それほど冷静に受け
止めることができたのか。本研究の調査で
は、日本の有権者が中国とならび北朝鮮か
らも安全保障上の脅威を感じ取っているこ
とが裏付けられているが、しかし両国に対
して抱いている脅威の感覚はまったく異質
なものであることも同時に明らかとなった。
すなわち、日本に対する（あるいは世界に
おける）中国の影響力に対抗する上では、
日本人の有権者はアメリカとの同盟関係が
重要であると考えるものの、北朝鮮の影響
力の認識と日米同盟の効用の評価との間に
は相関関係が見いだせない。この分析結果
は、北朝鮮の脅威に対しては、日本独自の
安全保障上の能力で十分対抗できるという
自信を表しており、日本人の冷静な判断を
支える認知的根拠はここにあると解釈でき
るのである。 
（３）本研究期間中、日本人の外交に関す
る選好の変化をもたらした最も重要な事件
は、2012年の８月と９月に相次いでおこっ
た。まず、８月 10 日、韓国の李明博大統
領が予告もなく、日本が領有権を主張して
いる竹島に上陸した。日本政府は、外交ル
ートを通じて抗議し、国際司法裁判所への
提訴を決定したが、韓国は、共同提訴を提
案する野田佳彦首相の親書を受け取ること
さえ拒否するという、外交儀礼上きわめて
異常な対応をとった。続いて、中国との間
でも、尖閣諸島をめぐってたて続けにさま
ざまな事件が起きた。８月 15 日、香港の
活動家７人が、日本の海上保安庁の阻止を
かいくぐり、魚釣島へ上陸した。彼らはそ
の場で逮捕されたが、起訴はされず数日後
香港へ強制送還された。そうした中、政府
は、尖閣諸島を国有化したが、これに対し
中国は激しく反発した。日本政府が国有化
を正式に閣議決定すると、たちまち中国の
100 を超える都市で激しい反日デモが発生
し、その一部は暴徒化し、日本在外公館、
日系の企業や商店などが被害を受けた。デ
モは１週間以上続いた後沈静化したものの、
尖閣諸島沖にはそれ以後中国の監視船など
が出没するようになった。中国の公船はと
きおり日本の領海へも侵入し、いまでも緊
迫した状況がほぼ常態化している。 
 本研究で行った連続調査の主要な質問項
目の１つは、「各国に対する親しみの気持ち
を温度にたとえるとどうなりますか。最も
温かい気持ちは 100度、最も冷たい気持ち
は０度とし、温かくも冷たくない中立の場
合を 50度として、数字でお答えください」
という、いわゆる「感情温度」（feeling 
thermometer）の質問である。そこで、中
国と韓国についての感情温度の変化を、連
続して回答し続けたパネルサンプル回答者
の回答をもとに時系列でみると、この両国
に対する感情は、この 2012 年の夏を境に

きわめて短期間の間にかなり悪化したとい
う、疑いない事実を映し出す。さらに、一
連の事件に対する政府の対応を一般の人々
がどう受けとめたかをみると、対韓国と対
中国のどちらの対応についてもネガティヴ
な評価が大勢を占め、日本政府が「弱腰で
ある」との認識が一般的であることが明ら
かとなった。 
 このように見てくると、８月と９月の一
連の事件の結果として、日本の国民全体が
あたかも一枚岩的に、対外的に強硬姿勢に
転じたかのような印象を受けるかもしれな
い。しかし、その内実を詳しく分析すると、
個々の人々の評価はイデオロギーや社会階
層といった諸要因によって影響されている
ことが見出される。まず、きわめて興味深
いパターンとして、政府対応の評価がその
回答者のイデオロギーの方向性に依存して
いないことがあげられる。すなわち、自己
のイデオロギーを「保守」と認識している
人々と同じくらいに、「革新」を自認してい
る人々の間でも、政府の対応に対する不支
持率が高かったのである。また、本研究の
調査からは、政府の対応への評価が、個々
の回答者の年齢や暮らし向きについての認
識と関係しているという点も明らかとなっ
た。すなわち、雇用や景気の変動に脆弱な
若い世代で、かつ経済状況に対して厳しい
評価を下す人の方が、そうでない人々にく
らべて、政府の対応に対して厳しい評価を
下していた。 
 以上の分析結果からは、調査に映し出さ
れた国民全般の対外強硬姿勢が、日本が置
かれた厳しい経済状況が今後好転すれば、
やわらぐ余地を残している、という解釈を
導くことも可能かもしれない。しかし、領
土や領海に関わる問題が短期的に解決に向
かうことは想像しがたく、中国と韓国に対
する国民感情が改善するとすれば、それは
おそらく長い時間をかけて緩やかなプロセ
スをたどると考える方が自然であろう。つ
まり、本研究の調査結果は、日本がこれか
らしばらくのあいだ、自分たちの隣に位置
するふたつの国家に対してあまりよい感情
を持てないという、心地悪い状況におかれ
ることを物語っており、われわれはそのこ
とを国際政治の現実として、受け止めなけ
ればならないと示唆しているといえる。 
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